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1　分析の視点
　本稿の目的は，福祉指標を用いて生活状態の地域構造の問題を統計的に考察することにある。分析
の対象とするのは昭和45年～昭和60年の期間であり，都道府県を空間の単位とする。
　従来の経済統計学の枠組の中では，「経済循環のシステムの中に直接・間接に入り込む統計データを
もって経済統計の範囲」（1）とすることが一般的であり，国民経済計算を体系の原理としてきた。この
ため家計収支以外の国民生活の内容は，これまでの経済統計学の視点では軽視される傾向にあったと
いえる。確かにGNPに代表される従来の経済計算でも，国民の生活状態をある程度把握することは
可能であろう。しかし生活の要因は多数存在するのであ外従来の経済統計学の視点のほかに，国民
生活を焦点とする別な視点を並行して用意しなければ，生活状態にっいて論ずることができない。国
民生活そのものに密着して人々の生活面を注視する立場を，社会締計的視点と呼ぶことができよう。
従来の経済統計学にお吟てある意味で欠如し，、稀薄であったのがこの立場である。この社会統計的視
点は従来からの経済統計学の視点と対立するものではなく，前者は最広義の経済統計学の中に包摂さ
れると考えることができる。なぜなら，伊大知良太郎氏が指摘したように，社会統計と呼ばれるもの
は厳密には社会経済的な性格を有するからであるω。したがって本稿における研究の意図も，経済統
計学の研究領域ρ外延を拡充することにおかれている。
　社会統計的視点が積極的に取上げられることが少なかった主な原因は，国民経済計算に匹敵するよ
うな理論的枠組が欠如していることにあると考えられる。もちろんそのような枠組を構築しようとす
る試みがなされなかったわけではない。例えば最も包括的な試みとしては，国際連合の「社会・人口
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統計体系」（System　of　Social　and　Demographic　Statistics）がある（3）。また，都市社会学や社会政策
における「生活構造論」，家政学における．F生活設計論」．ならびに「生活経営論」・さらには経済学に
おける「消費構造論」ならびに「家計行動の理論」は社会統計に一定の視点を与えるものであるω。
しかしこれまでのところ，社会統計の指導原理となるような，体系的でしかも検証に耐えうるような
精緻な内容をもつ理論的枠組は提示されていないのである。
　このように支柱となるたき理論的枠組ボ欠如しているためvt，国民の生活状態を数量的に把握しよ
うとする場合，特定の理論を前提とせずに，生活に直接・間接に関連する種々の統計データを分析し，
そこから生活状態を帰納的に推論するという方法がとられてきた。こうした方向における研究の過程
において生み出されたのが社会指標（social　indicators）であり，主として社会学者によって開発され
てきた。社会指標にっいては種々の定義が行われてきたが，次の三っの機能のうちのいずれかを有す
る指標体系を社会指標と総称してきたといえる㈹。社会指標の第1の機能は，社会の一定の側面につ
いてそれが現在あるいは過去においていかなる状態にあるかを知らせる，認識の機能である。第2
は，何らかの評価基準に基づいて社会状態についての評価を行う機能である。この場合，バーグソ
ン（A．Bergson），サミュエルソン（P．　A．　Samuelson）等によって提示された「社会的厚生関数」（6）
（social　welfare　function）を理論的前提として，いかなる社会状態が他の社会状態と比較して望まし
いかを判断することが任務となる。第3は，将来創造すべき社会目標としていかなる社会状態が望ま
しいか，その社会が実現可能であるかどうか，そのためにはいかなる政策が必要かを知らせる，社会
計画の機能である。
　上記の三っの機能のうち，第1の機能は，いかなる指標もなんらかの意味においてこの機能を果す
のであり，この機能のみを目的とする指標に社会指標としての独自性を認めることは困難である。他
方，第3の機能を有する社会指標を構築するためには，社会状態に関するジステム的把握，すなわち
社会システムモデルの存在が前提となるが，現在までのところこうしたモデルあ作成は成功している
’とはいいがたい。このような事情のために，従来の研究においては，第2の評価の機能を目的とする
社会指標の開発に精力が注がれてきた。その場合，評価の対象とされてきたのは社会状態全般ではな
く，人々の福祉（welfare，　well－being）に直接・間接に関連する社会状態の部分である。したがってこ
のように福祉の状態の評価を目的とする社会指標を，他の機能を目的とする社会指標と区別するため
に，福祉指標（welfare　indicators）と呼ぶことができよう。
　福祉指標にっいてはこれまでに多くの研究者や国の機関が研究を蓄積してきたが，福祉指標を用い
て生活状態の実証研究を行うことに最も積極的であったのは地方自治体である。47都道府県の大半が
何らかの形で福祉指標を作成した経験を有しているC7）。このように地方自治体が福祉指標に対して熱
意を示してきた理由は，「地方自治体の行政が，国の行政以上に住民と密着しており，実際の行政上
の必要からもこの種の指標を作成することが要請された」（8）ことにあると考えられる。地方自治体の
福祉指標の中には優れた方法論に基づいて構築されたものも多くみられるが，作成方法に統一性がな
いために異なる指標間の比較が困難であり，また，自治体内部の実態把握に関心が向けられているた
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めに，他の地域との比較の問題には副次的な意味しか与えられていない，という二っの問題点を指摘
できる。
　このため本稿においては，昭和45年～昭和60年の5年ごとのデータを対象として福祉水準の地域間
格差の測定を行うことを課題とする。地域間格差の分析にあたって，次に掲げる理由から地域経済基盤
の相違を重視することを基本的な視点とするbすなわち，地形や気象などの自然的条件は土地利用の
基本的な規定要因となるだけでなく住民のB常生活に影響を及ぼす。また，人口密集度は生活環境施
設の整備に影響し，道路，敷地，ゴミ処理施設などに関係してくる。さらに地域の産業構造は就業機会，
雇用形態，所得水準等と深い関連性をもっている。このように地域の経済基盤iは生活状態に深く関わ
っており，生活環境に対する住民の欲求や意識を規定する基本的な要因となっているからである。’
　地域経済基盤との関連において福祉指標の研究を行った代表的なものに，阿部喜三氏の「社会福祉
指標の都道府県別比較」（昭和49年）がある（9）。この論文において同氏は，都道府県の地域基盤を表
わす指標として，①可住地面積当り人口密度，②人口増加率，③森林面積率，④従属人口指数，⑤第
3次産業人口比率，⑥第1次産業人口比率，⑦1人当り商品販売額，⑧1人当り製造業出荷額，⑨昼
間人ロ比率の9系列を採用し，これら9系列の指標の昭和45年の数値を対象としてクラスター分析
（cluster　analysis）を行い，全都道府県を次の6っのブロックに分類した。すなわち，　i）巨大都市地
域（東京，大阪），ii）大都市周辺地域（埼玉，壬葉，神奈川，奈良），　iii）地方中核地域（北海道，
宮城，石川，静岡，愛知，京都，兵庫，和歌山，広島，山口，香川，・　，i福岡），・iv）地方工業地域（茨
城，栃木，群馬，新潟，富山，福井，長野，岐阜，三重，．滋賀，岡山，愛媛），v）農村過疎地域（青
森，岩手，秋田，山形，福島，山梨，鳥取，島根，徳島，高知，佐賀，長崎，幽熊本ヂ大分，宮崎，鹿
児島），vi）沖縄（単独）の6ブロックである。この分類に基づいて同氏は35系列の福祉指標のブロ
ック問比較ならびにブロック内比較を行い，各地域（ないTしはブロック）でどの指標項目（福祉要因）
が良好であり，また，どの指標項目が他地域に比べ劣っているかを明らかにした。
　阿部氏の研究は福祉の規定要因としての地域基盤の相違に着目して地域間比較を行った点において
評価に値するものである。しかし同氏の研究には，第1に単一の時点についてのデータしか取扱われ
ていないこと，第2に福祉指標を構成する個別指標についての分析が主眼とされていたために，総合
指数を作成し，それによって地域の総合的な福祉水準を測定するまでには至っていない，という二っ
の制約がある。
　本稿においては，阿部氏の提示した分析の枠組に依拠しながら，上記の二っの課題に答えることを
目的とした。このため，まずH節において，経済基盤に関する12系列の指標を対象としてクラスター
分析を行い，地域経済基盤の類型を明らかにする。昭和45年データに関しては上述のように既に阿部
氏によって類型化が試みられているので，昭和50年と昭和60年の二つの時点のデータを対象として類
型化を行う。皿節においては福祉指標の体系を提示したうえで，前節の地域類型に基づいて福祉要因
の地域特性についての考察を行う。Iv節では50系列の個別指標から，総合的な福祉水準を表わすため
の総合指数を算出し，さらに回帰分析を行って福祉水準と経済的要因との関係にっいて検討する。な
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お，分析に先立って予め次のことを断っておかなければならない。それは本稿において四つの時点の
データを分析の対象にしているとはいえ，分析によって計測されるのはそれぞれの時点での全国平均
からの乖離の程度（地域格差）であって，時系列分析の視点が欠けていることである。
H　クラスター分析による地域経済基盤の類型化
　本節の課題は，次節の分析の準備段階として，クラスター分析によって地域経済基盤iの類型化を行
うことにある。
　クラスター分析は，異質なものが混ざりあっている対象を，それらの間の類似性の程度に基づい
て，似たもの同志を集めていくつかのグループ（クラスター）に分類する方法である。この分析方法
は，主観を交えずに一定のアルゴリズム（algorithm）にしたがって，分類することだけを目的とする
手法であり，データを見やすいように要約して個体間の関係を捉えやすくすることに特徴がある。ク
ラスター分析には約150種類に及ぶバリエーションがあるといわれるが（1°），どの手法を用いるにして
も，分析の当事者は対象間の類似度（similarity）の定義とアルゴリズムの選択とを行う必要がある。
　類似度の定義は使用するデータの性質によって規定されるのであり，データが間隔尺度で与えられ
ている場合には距離（distance）を類似度の尺度とし，データが順序尺度や名義尺度で与えられてい
る場合には関連尺度（association　measures）を類似度の尺度として用いるのが一般的である（11）。本
稿で分析の対象とするデータは間隔尺度で与えられているので，距離の尺度の一っであるユークリ，ッ
ド平方距離（squared　Euclidian　distance）を類似度の尺度として用いる。いまi番目の地域のP個の
変数にっいての観察値の系列をXi，，　Xi2，……，　Xipとするとき，　p個の変数についての∫番目の地域
とノ番目の地域のユークリッド平方距離4σは次式で定義される。
　　　　　P　　　砺＝Σ（XεrX，の2
　　　　　k＝1
この式によって算出される4りの値が小さいほど地域間の類似性が高く，dijの値が大きい場合には逆
のことがいえる。尚，ユークリッド平方距離を一般化したものとしてミンコフスキー距離（Minkowsky
distance）がある（12）。
　クラスター分析においては互いに似たものを融合（fusion）してクラスターを作り，最終的に1つ
のクラスターになるまで，クラスターを融合する作業が続けられる。アルゴリズムの選択とは，クラ
スター融合の算法としてどのような方法を選択するかということであり，アルゴリズムには大別する
と階層的（hierarchical）方法と非階層的（non・hierarchical）方法とがある。前者には次のような二っ
の特徴がある。第1の特微は，各個体（各地域）がどのクラスターに分類されるかを明らかにするの
と同時に，クラスタ・一一相互の階層構造あるいは包含関係をも明らかにすることができることである。
第2の特徴は，分析結果が樹形図（dendrogram）の形にまとめられるので，クラスター間の関係が理
解しやすいことである。他方，後老は，各個体（各地域）を並列的な幾つかのクラスタ・一に分類する
場合に用いられ，クラスター間の階層構造や包含関係を特に問題としない。
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　本稿においては，クラスタ’一間の関係の理解が容易であるという理由から，階層的方法の一っであ
る最短距離法（nearest　neighbor　method）を使用する。この方法のアルゴリズムは以下のとうりであ
る（13）。まず地域間の距離を計算しておき，1クラスター＝1地域の状態から出発する。第1段階で
は47都道府県の中で最短距離にある二っの地域（クラスター）を一っのクラスターに融合する。第2
段階では，前段階で作られたクラスターとこれとの距離が最も近い第3の地域とを融合して新しいク．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラスターを作るケースと，まだ融合されていない地域のなかで最短距離のものを二つとりだして一つ
のクラスターに融合するケースの二通りが考えられる。どちらが優先されるかはクラスター問の距離
に依存し，距離が短い方が優先される。第2段階の手続きを繰返して順次クラスターを融合してい『く
と，最後には全地域が一っのクラスターに融合されることになる。
　以上が最短距離法のアルゴリズムであり，この手法を用いて地域経済基盤め類型化を行うために，L
次の12系列の指標を採用した。＠可住地面積割合，⑮人口密度，⑥人口集中地区人口比率，⑥人口老
齢化指数，⑥婦人労働力化率，①第1次産業就業者比率，⑧第2次産業就業者比率，⑪第3次産業就
　　　　　　　　　　　　1業者比率，①就業老11人当り農業粗生産額，①従業老1人当り製造品出荷額，⑭商業従業者1人当り
年間販売額，①1人当り県民分配所得。これら12系列の指標のうち＠は自然的条件を表わす指標とし
て，⑤，⑥，⑥は経済活動の基底となる人口の要因を表わす指標として，⑥，①，⑧，⑤は就業構造
の指標として，①，①，⑮はそれぞれ農業，工業，商業の各部門の生産性の指標として，①は地域の
経済活動水準を包括的に表わす指標として採用した。
　上記の12系列についてのクラスター分析の結果を検討する前に，従来の研究において地域経済基
盤あるいは地域経済構造についてどのような類型化が行われてきたかを見ておくことが参考となろ
う（14）。地域構造に関する最も単純な分類の仕方は，東京圏，名古屋圏，大阪圏を大都市圏と規定し，
それ以外の地域を地方圏と規定することである（「5）。いうまでもなくこの二分法はあまりに単純であ
り，地域ごとの経済基盤の特性を把握するのに適するとは思われない。そこで次に，工業化の段階に
応じて経済基盤の類型化を行うことが考えられる。安東誠一氏はr地方の経済学』（昭和61年）にお
いて，全国を次の三つのゾーンに分類している（16）。第1のゾーンは，既に第2次大戦前に高度な産
業集積地域として形成されていた地域であり，これには京浜と京阪神の二っの地域が含まれる。第2
のゾーンを形成するのは，日本の高度成長とともに重化学工業の拠点工場を受け入れつつ工業化を急
速に進めた北関東，東海，山陽，北四国，福岡の各地域である。第3のゾーンを構成するのは，高度
成長期になって工場立地が進みはじめた，最も工業化の遅れた残りの地域である。安東氏のこの類型
化に関して，第1，第2ゾ［ンの区分については異論の余地が少ないが，第3のゾーンはさらに細分
化が可能であると思われる。この点に関して示唆を与えるのは，昭和62年に策定された第四次全国維
合開発計画（四全総）における地域区分である。．四全総では全国を東京圏，名古屋圏，関西圏，地方
圏の四っに区分し，さらに地方圏を産業構造の相違に基づいて北海道，北東北，九州，沖縄からなる
ブロック，中国と四国のブロック，北関東，甲信越，北陸からなるブロックに区分している（17）。
　以上のような地域の類型化と前述の阿部氏の分類を参考にしながら，昭和50年デ「タのクラスター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　5一
明治大学　社会科学研究所紀要
図表1　地域経済基盤のクラスター分析（昭和50年）
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分析の結果を示した図表1から検討していくことにする（18）。図表1の樹形図において，縦軸はクラ
スター間の距離を表わしており，距離が短いほどクラスター間の類似度は高いことを意味する。した
がって昭和50年の時点では愛媛と茨城の類似度が最も高く，次いで鳥取と福島，さらに高知と徳島と
いう順に類似度が高い。樹形図の全体を概観すると，全般的に類似度が高いクラスターほど図の右側
に位置し，類似度の低いクラスターは左側に位置している。クラスターの分類は距離の目盛を指示す
れば，全都道府県を数ブロックに分類する組合せが直ちに示される。クラスターの数をいくつにする
かは任意である。
　図表1において砺＝60の距離でクラスターの分類を行うことにすると，次の四つのブロックがえ
られる。第1は北海道，香川のブロック，第2は青森，岩手，秋田，福井，山形，福島，鳥取，長野，
群馬・岐阜・栃木・埼玉・滋賀・新潟・山梨，佐賀，徳島，高知，長崎，熊本，宮崎，鹿児島，島根
からなるブロック・第3は茨城・愛媛・三重，大分，沖縄からなるブロック，第4は富山，京都，静
岡・兵庫・岡山からなるブロックである。残りの地域はこれら四つのブロックを構成するクラスタ＿
との類似度が低いために・砺＝60の距離では一地域一クラスターを形成している。
　四つのブロックのうち第1の北海道と香川のブロックの内容から検討していくことにすると，クラ
スター分析の対象とした12系列の指標に関して北海道と香川の唯一の共通点は，商業従業者1人当た
り年間販売額が他の地域に比べ高いということである。北海道は本島との時間距離アクセスのため
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の費用が大きいために，必要なすべてのサ・一・一ビス業や管理機能を保持しなければならないという事情
がある。他方，香川は四国地方の拠点として比較的高次のサービス業や中枢管理機能を有している。
こうした理由から両地域の商業販売額が類似性を示していると考えてよいであろう。この第1のブロ
ックを形成する両地域はいずれも中枢管理機能を有するところから，このブロックを地方中核地域の
ブPックと呼ぶことにする（19）。
　次に青森，岩手をはじめとする23県によって構成される第2のブロックは，樹形図を見れば明らか
なように，砺＝40の距離でさらに二つの大きなブロックに分割することができる。一っは青森，岩
手，秋田，福井，山形，福島，鳥取，長野，群馬，岐阜，栃木，埼玉，滋賀，新潟の14県からなるブ
ロックであり，もう一つは山梨，佐賀，徳島，高知，長崎，熊本，宮崎，鹿児島，島根の9県からな
るブロックである。前者のブロックを構成しているのは主として東日本の地域であり，後老のブロッ
クの大部分は西日本の地域である。前者には比較的工業化の進んだ地域と工業化の遅れている地域と
が混在しているが，このブロックの共通点として，第3次産業就業者比率と商業年間販売額が各地域
とも全国平均を下回っていることを指摘できる。このことは前述の第1のブロックを構成する北海道
や香川とは対照的に，このブロックの地域がサービス業や中枢管理機能を他地域に依存していること
を意味しよう。後者のブロックを形成する9県については次のような共通点がある。まず産業構造に
っいては，各県とも第1次産業就業老比率が全国平均を上回り，他方，第2次産業就業者比率は全国
平均を下回っていることである。次に人口に関して，人ロ密度が低く過疎化が進行し，人口高齢化も
進展していることである。地域の発展を窺定する重要な要因が工業生産力にあることはしばしば指摘
されるところであるが，上記の9県は工業化が相対的に遅れていることから，低開発地域として把握
することができるであろう。このように第2のブロックはさらに二つのブロックに分けて考えるζと
ができるが，第2のブロックを構成する大部分の地域は一一人当り県民所得が全国平均ないしそれより
も低い水準にある。したがって第2のプロソクを低所得県のブロックと呼ぶことができよう。
　第3のブロックを構成する茨城，愛媛，三重，大分，沖縄の各県はいずれも第2次産業のウエイト
が高く，しかも沖縄を除く各地域には重化学工業の拠点がある。したがつてこのブロックを地方工業
地域のブロックとして理解できる。
　第4のブロックには，大都市を擁する京都と兵庫，大都市地域に隣接する岡山と静岡，大都市から
は遠隔の地に位置する富山が含まれる。これらの地域の共通点として，第2次産業就業者比率が全国
平均ないしそれを上回る水準であり，また所得水準も全体的に全国平均を上回っていることを挙げる
ことができるが，ブロック全体の特性を要約することは困難である。
　今度は，以上の四つのブmックに含まれない他の地域に目を転ずると，樹形図の左端に位置する東
京，大阪，愛知の各クラスターは他地域のクラスターとの類似性が低く，これら巨大都市を擁する地
域の経済基盤が他地域のそれと著しく異ったものであることを示している。残るのは宮城，和歌山，
山口，千葉，福岡，広島，奈良，神奈川，石川の九つの地域であるが，そのうち福岡と広島が一っの
クラスターを形成し，千葉，山口，和歌山も一っのクラスターを形成している。広島と福岡はそれぞ
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れ中国地方と九州地方において中核となる地域であり，高次のサービス業や中枢管理機能の集積がみ
られる地域である。この2県のクラスターには含まれないが，宮城と石川も同様の集積をもつ地域で
ある。したがって宮城，石川，広島，福岡を地方中核地域として類型化することが可能であろう。一
方，千葉，山口，和歌山の各地域はいずれも高度に工業化がなされている。奈良と神奈川．も同様に工
業が高い水準に達している地域である。これら5県のうち山口を除く4県はそれぞれ東京，大阪とい
う巨大都市に隣接している。したがってこれらの地域を高度工業地域と呼ぶよりも，むしろ大都市圏
地域として把握する方が適切であろう。
　ところで，先に第4ブロックに関してその特性を明示することが困難であると述べたが，このブロ
ックに含まれる地域のうち富山を除く京都，兵庫，岡山，静岡はいずれも大都市圏ないしはそれに隣
接している。したがってこの四つの地域にっいても，神奈川，千葉などと同様に大都市圏地域の類型
に入れることができるであろう。
　以上のように，昭和50年データの分析結果から，地域類型として巨大都市地域，大都市圏地域，地
方中核地域，地方工業地域，低所得地域の五つの類型を検出することができた。これらの類型に含ま
れる地域の中には樹形図に示されたクラスターの階層構造に厳密に対応していないものもある。次に
昭和60年データの分析結果について検討する。
　図表2は昭和60年データについての樹形図を示したものである。この図を概観することによって次
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　（資料）　図表1に同じ。
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の点を指摘することができる。第1点は，東京と大阪を起点として考えた場合，それらの地域から遠
距離にある地域が全体として樹形図の右側に位置づけられていることである。第2点は，昭和50年デ
ータの場合よりもクラスター・の階層構造が明瞭になっていることである。
　いま，砺＝32でクラスターの分類を行うことにすると，図の右側から順に，北海道単独のブロッ
ク，青森，・鹿児島，佐賀，宮崎，鳥取，福島，熊本，福井，島根，岩手，秋田，山形，徳島，長崎，
新潟，高知，岐阜，山梨，富山，長野，石川のブロック，茨城，三重，滋賀，愛媛，栃木，群馬，大
分，静岡，岡山，和歌山，山口のブロック，広島，香川，福岡のブロック，奈良，沖縄のブロック，
埼玉，京都，兵庫のブロックと，計6個のブロックがえられる。これらのブロックのうち，第1の北
海道単独のブロックについては，昭和50年データを分析した際と同様の理由により，同ブロックを地
方中核地域のブロックとして把握することができる。そこで残りの五つのブロックの内容を検討して
いくことにする。
　まず上記のブロックのうち青森，鹿児島など21県によって形成される第2のブロックから考察して
いくことにすると，このブロックに含まれるほとんどすべての地域の一人当たり県民所得が全国平均
を下回っていることを共通点として指摘することができる。特に四国，九州の各県は所得水準の下位
グループを形成している。その理由はこれらの地域における工業生産性の低さに求められる駄2°）。昭
和50年～昭和60年の10年間に第2次産業就業者比率の全国平均は34．1％から33．1％へと1％低下した
のに対し，第2のブロックのうち高知と長崎を除いた19県で同比率の上昇がみられた。1これは昭和50
年代に工場の地方分散が進行し，その結果これらの地域で工業化が進展したことを意味するが，こう
した工業化の進展にもかかわらず所得水準がそれほど上昇しなかったのは，進出工場が高付加価値型
のものでなかったためである（21）。昭和50年代に地方に立地展開した工業の実態は，機械・金属工業
や繊維・衣服工業に代表される労働集約型の加工・組立工業であった。これらの工業は雇用吸収力を
持つものの，あくまでも低コスト労働の活用を目的としたものであり，最終組立工程などの付加価値
の高い部門は大都市地域やその隣接地域に残したままであるケースが多くみられた。こうした事情を
端的に示しているのが従業者一人当り製造品出荷額である。昭和60年の時点において第2のブロック
に含まれる21県のすべてが同出荷額の全国平均を下回っていたのである。
　このように第2のブロックに含まれる地域の共通点として工業部門の低生産性を指摘できるが，そ
れらの地域の産業構造は必ずしも同質的ではなく，工業化の進んだ地域と遅れている地域とに区分で
きる。前者の地域としては南東北の山形，福島，甲信越，岐阜および北陸3県がある。これら9県の
うち山梨，長野，岐阜，富山の4県は県内総生産に占める第2次産業の所得構成比が全国平均を上回
っている（昭和60年）。したがって，樹形図のクラスターには明示されていないが，第2のブロック
に含まれる21県のうち，工業のウエイトの高い山形，福島，山梨，長野，新潟，岐阜，富山，石川，
福井の9県を地方工業地域として総括し，他の12県についてはいずれも大都市地域から遠隔の地にあ
ることから地方縁辺地域と呼ぶことができるであろう。
　第3の茨城，三重，滋賀，愛媛，栃木，群馬，大分，静岡，岡山，和歌山，山口からなるブロック
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の特徴は工業の集積度が高いことである。茨城，三重，愛媛，大分，静岡，岡山，和歌山，山口はい
ずれも重化学工業の拠点を擁し，他方，滋賀，群馬，栃木は内陸県であるが高付加価値型の生産部門
を擁iする企業が立地している。このため各県とも県内総生産に占める第2次産業の所得構成比が全国
平均を上回っている。したがってこの第3のブロックを工業拠点地域と呼ぶことにする。
　広島，香川，福岡が形成する第4のブロックはいずれも昭和50年データの分析の際に地方中核地域
として規定した地域である。これら3県が構成するクラスターには含まれていないが，サービス部門
の比重が大きい宮城もこのブロックに統合することができよう。
　第5の奈良，沖縄のブロックは，樹形図の上では一っのクラスターを形成しているものの，個々の
指標を比較検討してもその共通点を見出すことは困難である。このためこの両地域を一つのブロック
として考えない方が適切であるように思われる。
　埼玉，京都，兵庫が形成する第6のブロックはいずれも大都市圏の地域である。したがって昭和50
年データの分析結果と同様にこのブロックを大都市圏のブロックと呼ぶことができる。
　さて，これまで言及しなかった東京，神奈川，千葉，愛知，大阪のクラスターは図表2の左側に位
置している。縦軸の長さで表わされる各クラスターの距離は昭和50年データの場合よりも長くなり，
昭稲50年代の10年間にこれらの巨大都市ならびに大都市圏の地域と他の地域の経済基盤との相違が一
層顕著になったことを示唆している。特に神奈川のクラスターと埼玉，千葉，京都，兵庫などの他の
大都市圏の地域のクラスターとの距離が大きくなったことが注目される。その要因は，他の大都市圏
の一人当たり県民所得が全国平均ないしそれを若干上回る程度であるのに対し，神奈川のそれは全国
中3位（昭和60年）であることに求められる。しかし産業構造そのものは他の大都市圏の地域と類似し
ているので，千葉とともに神奈川も大都市圏のブロックに含めて考えることができるであろう。残る
東京，大阪，愛知のうち，東京と大阪の巨大都市地域は一つのクラスターを形成しているが，愛知の
クラスターは昭和50年の時点よりもこの巨大都市地域のクラスターとの距離を拡大している。したが
って東京，大阪は巨大都市地域のブロックとして把握し，愛知はそれに準ずる大都市圏のブロックに
含めて考える方が適切であるように思われる。
　以上が昭和60年データの分析結果であり，地域経済基盤の類型として，巨大都市地域；大都市圏地
域，地方中核地域，工業拠点地域，地方工業地域，地方縁辺地域の六っのものを検出した。ただし地
方工業地域は明確なクラスターを形成しているわけではない。
　これまでの分析からも明らかなように，クラスター分析は決して万能なものではなく，えられたク
ラスターの解釈は分析の当事者に委ねられている。このため樹形図の上ではその関係が明瞭でない場
合でも，分析の対象とした原系列の内容から各地域類型に含まれる地域を検討した。しかし，昭和50
年と60年の二つの時点にっいての分析結果にはかなりの共通点がみられた。そこで以下においては，
上述の二っの時点にっいての分析結果に基づいて，次の六っの地域類型を提示する。ブロック1：巨
大都市地域（東京，大阪），ブロック2：大都市圏地域（埼玉，千葉，神奈川，愛知，京都，兵庫），
ブロック3：地方中核地域（北海道，宮城，広島，香川，福岡），ブロック4：工業拠点地域（茨城，
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栃木，群馬，静岡，三重，滋賀，奈良，和歌山，岡山，山口），ブロック5：地方工業地域（山形，
福島，新潟，’富山，石川，福井，山梨，長野，岐阜，愛媛，大分），ブロック6：地方縁辺地域（青
森，岩手，秋田，鳥取，島根，徳島，高知，佐賀，長崎，熊本，宮崎，鹿児島，沖縄）。次節におい
ては，この地域経済基盤の類型に基づいて福祉指標の計測結果を検討する。
皿　地域経済基盤と福祉指標
　本節の課題は，地域ごとの福祉を測定するための福祉指標を提示し，さらに福祉指標による計測結
果を，前節で示した地域経済基盤の類型に基づいて検討することにある。福祉指標構築の方法論にっ
いては別稿において若干の議論を展開したので，ここでは最少限の議論に止めることにする（22）。
　福祉指標は強い価値判断ないし価値評価を前提として作成される仮説的な指標である。福祉指標を
構築するための最も基本的な前提は社会的厚生関数の存在を承認することであるといえる。この関数
の存在を仮定することによって，多元的な福祉の要因を一元的に把握することが可能になる。このた
めの社会的厚生関数は，総合的な福祉水準をσで表わし，さらに福祉の構成要素をUi（i＝1，……，　m）
で表わすとき，次式で表現できる（23）。
　　　U＝F（u、，π2，……，Um＞…一・……（1）
こうした関数の形で福祉指標を表現することは，福祉指標を，ある「社会的厚生関数による，社会状
態を表わす数の集合の，福祉価値状態への写像」（24）として考えることにほかならない。しかし，この
関数を福祉指標として具体化するためには，第1に福祉指標の構成要素としてどのようなものを選択
するか，第2に測定単位の異なる指標をどのようにして共通化し，さらにそれらをどのように総合化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T　　　　　　　　　　　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Lするか，という二つの問題を解決しなければならない。
　第1の要素選択に関して，従来の福祉指標の構築作業において次のような方法がとられてきた。そ
れは社会的にみて重要であると考えられる生活領域（福祉領域）を理念的に設定し，それぞれの領域
の内容を代表すると思われる社会経済指標（個別指標）を選択するという方法である。いま，福祉領
域をUi　（i＝1，・…・・，m），福祉領域の構成要素となる個別指標をxゴ（ノ＝1，……，　n）とすれば，次式の
ように福祉水準を2段階の手順を経て測定するのである（25）。
　　　σ＝＝F（u・，u・，……，Um）；Ui＝f（x、，　x、ヂー，　Xn）……………（2）
　福祉領域ならびに個別指標の選択の仕方には客観的な基準が存在するわけではないので，これらの
選択は指標作成者の判断に委ねられる。したがって指標作成者の問題意識が違えば，構築される福祉
指標の構成も当然異ったものとなる。しかしこれまでに作成された福祉指標を比較検討してみれば明
らかなように，福祉領域と個別指標の選択の仕方にはかなりの共通点がみられる。そこで本稿におい
ては国民生活審議会の「社会指標」と「国民生活指標」，さらに兵庫県，宮崎県などの地方自治体によ
って作成された福祉指標を参考にして，九つの福祉領域と50系列の個別指標からなる福祉指標を作成
した。図表3にこの福祉指標の体系を示した（この指標体系は別稿で提示したものに若干の修正を加
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えたものである）（26）。
　次に単位の共通化については以下に述べる方法にしたがった（27）。最初に各個別指標の原系列を平
均がゼロ，標準偏差が1となるように標準化（正規化）を行い，地域ごとに標準得点を算出する。任意
の個別指標V」についてその平均をゑゴ，標準偏差をσヴとするとき，∫番目の地域の観察値勘の標準
得点勧は，2η＝（銑ゴー房の／σヴを計算すればえられる。この変換によって個々の指標は無名数とな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　図表3福祉指標の体系　　　　　　　　　　一
福祉水準
L健
II．住
肛呵
IV．安
V．家
一モ
V肛．雇
V皿．教
一モ
　　　①標準化死亡率＊
　　　②乳児死亡率疇
　　　③有病率＊
　　　④医師数
　　　⑤看護婦数
　　　⑥住宅敷地面積
　　　⑦住宅延べ床面積
　　　⑧1人当り畳数
　　　⑨水洗便所のある住宅比率
　　　⑩遠距離通勤者比率＊
　　　⑪持家比率
　　　⑫下水道普及率
　　　⑬小売店数
　　　⑭飲食店数
　　　⑮大型小売店数
　　　⑯都市公園面積
　　　⑰公害苦情処理件数＊
　　　⑱スポーツ施設数
　　　⑲刑法犯犯罪率喰
　　　⑳凶悪犯犯罪率＊
　　　⑳刑法犯検挙率
　　　⑳交通事故死傷者数＊
　　　⑳火災出火件数＊
　　　⑳不慮の事故による死亡者数＊
計騰難恥
　　　⑳離婚率・
　　　⑳生活保護世帯数傘
　　　⑫少年犯罪’
　　　⑳自殺率＊
　　　⑭精神病有病率ホ
　　　⑮完全失業率＊
　　　⑯労働災害度数率＊
　　　⑳労働時間＊
　　　⑱賃金
　　　⑲有効求人倍率
　　　⑳新規学卒者県外就職率＊
　　　⑳高等教育進学率
　　　⑫大学数
　　　⑬長期欠席生徒比率＊
　　　⑭教育関係費割合
　　　⑯図書館数
　　　⑯消防分団数
　　　⑰老人家庭奉仕貝数
　　　⑱公罠館数
　　　⑲成人学級受講者数
　　　⑳国勢選挙投票率
注）＊はマイナス指標を表わす
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るので，指標間の比較を直接行うことが可能となる。次にこの標準得点をその値の大きさに応じて5
段階の得点（5段階評点と呼ぶことにする）に変換する。この変換は，標準得点禰＞O．・84のとき5
点，0・84≧9乞ゴ＞0・25のとき4点；0．25≧xij＞－O．25のとき3点，－0．25≧zη〉－O．84のとき2点，
－0．84≧勧のとき1点を与えるものである。標準得点を変換する際に用いられる上記の境界値は，・
観察値が正規分布にしたがっている場合に，各評点に含まれる観察値の個数が20％ずっになるように
選ばれている。このように5段階評点に変換する理由は，極端な値の影響を緩和することにある。個
別指標から総合得点を算出する際に標準得点を用いた場合，原系列の中に極端に大きな（小さな）値
が含まれていると標準得点も極端な値をとることになり，総合得点がその極端な値によって左右され
てしまうという欠点がある。これに対して5段階評点の場合には，個々の系列の得点のレンジは5点
にすぎないので，上記のような欠点を緩和できるのである。
　福祉指標の総合化をどのように行うかという問題であるが，これは②式の関数の型を特定化する問
題にほかならない。②式における福祉水準σとそれを構成する福祉領域との対応関係は一対一とは限
らないし，線型（linear）であるとも限らない。むしろ両者の関係は非線型（non－linear）であると考
えるべきであろう（28）。同様のことは福祉領域と個別指標の関係にっいてもいえる。しかし非線型性
を仮定したとしても，その性質を明らかにすることは理論的にも技術的にも困難である。したがって
次式に示すように，各福祉領域に何らかのウエイトを与えて，一次式の形に関数を特定するという便
宜的な方法をとらざるをえないのである。
　　　　　　　　　U＝Σ　W，　Ui（ただしW，は福祉領域Uiのウエイト）……………（3｝
　　　　　i＝1
また，福祉領域と個別指標との関係も同様に，
　　　　　n　　　Ui＝蓋砺紛（ただしW」は個別指標V」のウエイト）…∵………（4）
の形に特定化して考えるのである。
　この場合，ウエイトとしてどのようなものを考えるかが問題となるが，本稿においては各福祉領域
ならびに各個別指標に等ウエイトを与える方法を採用した。その理由は，因子分析等の統計手法を用
いてウエイトを推定しても，形式的にはエレガントな結果がえられるものの，実質的な意味付けが函
難である場合が多いからである㈱）。等ウエイトの採用によって，個別指標の5段階評点から各福祉
領域の得点き算出するための計算式は次式で定義される。
　　　　　海ゴ
　　　Ui－tt；ir－（ただし，　X」は5段階評点）……………㈲　　　　　　　　　　　　　’
また，福祉領域の得点から福祉水準を表わす総合得点の算出は次式を用いて行う。
　　　　　誓。i
　　　σ一‘詰……………（6）
この（6）式からえられる数値を全国平均を100として指数化したものを，本稿では福祉指数（welfare
index）と呼ぶごとにする。
　総合的な福祉水準を表わす福祉指数の計測結果についての検討は次節で行うので，以下においては
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㈲式によって計測された福祉領域ごとの得点を中心として，地域経済基盤と福祉の要因との関係につ
いて考察する。分析結果を提示するに先立って，図表3に示した50系列の指標のうち必要なものにっ
いて次のような変換を施したことを付言しておく。すなわち，原系列の値が大きいほど福祉にとってマ
イナスであると考えられる指標（マイナス指標）については，原系列を標準得点に変換したうえで標準
得点の符号を逆転させた。これによってどの指標もその値が大きいほど，福祉の観点からみて望ましい
状況にあるという規範的な解釈が可能となる。50系列の指標のうち死亡率，犯罪率など合計22系列の
マイナス指標についてこうした変換を行った（図表3のアスタリスクのっいた指標を参照されたい）。
　さて，図表4～図表7にはそれぞれ昭和45年，50年，55年，60年における全都道府県の福祉領域ご
との得点を，全国平均を100として算出した結果を示した。これらの表において得点が高い程その領
域の福祉度ないし充足度が高いことを意味する。以下においてはこれらの計測結果に基づいて，前節
で分類した地域類型ごとに，どのような福祉の要因が強く働いており，またどのような要因の福祉度
が低いかについて考察する。このために図表4～図表7から地域類型別に福祉領域の得点のブロック
平均を算出し，これによって福祉の要因の地域構造を明らかにする。
〔巨大都市地域〕図表8から明らかなように，東京，大阪の巨大都市地域のブロックでは，昭和45年～
60年の各年次において健康と雇用の得点が全国平均を上回っており，他方，住宅，安全，地域参加の領
域では得点が全国平均を下回っている。このなかで健康領域の得点が高い理由は，このブロックの地
域において保健・医療が高度な水準に達しており，また人口に占める高齢者の割合が少ないために有
病老の比率が低いことにある。しかし健康領域の指標として採用した5系列のすべてが良好な水準に
あるわけではなく，看護婦の充足度は全国平均を下回っている。雇用に関してはこのブロックにおけ
る経済活動水準の高さを反映して雇用機会，賃金水準は全国でも最高水準であり，また週休二日制を
実施している企業の比率が高いことから，月間労働時間は他地域に比べ少なくなっている。ただし労
働災害度数率は全国平均を上回っており，この点に関して課題を残しているといえる。他方，得点の
低い領域のうち住宅については，大都市における高地価が狭陸な居住スペース，住宅の取得難の直接
の原因であることは言をまたないであろう。安全の領域も同様に低得点であるが，これは東京，大阪
両地域とも犯罪発生率が高く，しかも検挙率が低いという状況におかれており，さらに火災出火率が
高いことによるものである。地域参加もまた低得点の領域であるが，このことは地域社会への帰属意
識や隣人との連帯感の弱さを示しているといえる。地域参加の領域の指標を福祉指標の構成要素とす
ることに対しては異論が唱えられるかもしれない。しかし労働時間の短縮，平均余命の伸長などによ
って余暇時間が今後も増加すると考えられる状況の下において，余暇をいかに過ごすかは社会的にみ
ても重要な問題であり，こうした観点からすると，地域社会への参加は福祉の一つの要因とみなすこ
とができるであろう（3°）。個別指標を検討すると，標準化死亡率，家計実収入，長期欠席生徒比率，
図書館数などいくつかの項目で大阪が東京に比べ著しく劣位にあることを指摘できる。
〔大都市圏地域〕埼玉，千葉，神奈川，愛知，京都，兵庫からなる大都市圏地域の福祉領域別の得点
パターンは，巨大都市地域の得点のパターンに類似しており，二つのブロックにおける生活状態には
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図表4；福祉指標による福祉領域別得点の計測結果（昭和45年）
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注）　表の得点が高いほど，その領域の福祉度は高い。
（資料）　後掲付表参照。
一15一
明治大学　社会科学研究所紀要
図表5 福祉指標による福祉領域別得点の計測結果（昭和50年）
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図表6 福祉指標による福祉領域別得点の計測結果（昭和55年）
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図表7 福祉指標による福祉領域別得点の計測結果（昭和60年）
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巨大都市地域と大都市圏地域の福祉領域別得点の推移（ブロック平均）
　　　　　　〈ブロック1：巨大都市地域〉
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共通点があることが想像される（図表8参照）。しかし個々の領域の得点と個別指標の内容を検討する
と次の点が明らかになる。第1に，このブロックの健康領域の得点が巨大都市地域の得点よりも低い
ことである。これは主として，京都を除く大都市圏の地域の医師数が巨大都市地域に比べると少ない
ことに起因しており，見方を変えれば大都市圏の地域が巨大都市地域に医療サービスを依存している
ことを示唆している。第2に，大都市圏地域のブロックの安全と家庭生活の得点が巨大都市地域のブ
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ロックの得点をどの時点でも上回っていることである。具体的には安全の領域では犯罪発生率，火災
発生率，交通事故死傷者数の三っの指標の数値が巨大都市地域よりも低く，また家庭生活に関しては
離婚率が巨大都市地域よりも少ないのである。第3に，下水道普及率，大型小売店数，図書館数など
の個別指標項目において巨大都市地域よりも劣っており，大都市圏の地域では社会資本や生活関連サ
ービスの充足度が低いことである。
〔地方中核地域〕北海道，宮城，広島，香川，福岡からなる地方中核地域の福祉領域別得点の推移を
図表9に示したが，この図から各年次ともにその得点が全国平均を上回っている領域として健康，居
住環境，教育があり，他方，各年次において全国平均を下回っている領域として住宅，安全，家計，家
庭生活，地域参加があることがわかる。こうした福祉領域の得点のパターンは上述の二っのブロック
のパターンと類似しており，しかも各領域の得点の全国平均からの乖離の程度は二つのブロックより
図表9　地方中核地域の福祉領域別得点の推移（ブロック平均）
???????
??????健　　　　　　　　　　　　　家
@　住　　　　　　　　　　庭　　　　　　　　　　域　　環　　　　　　　　　　生康　　　　　　　　　　　　　計
??????
55年、、
50年
噸　、
????
、、
’！
3rぐ、 、、
＼ 、?
、 ，” 、、 A
！，I 、、
一　■ Q＼層
60年
45年
健
　　康140
130
120
110
100
　90
　80
　70
　60
　50
（資料）
住
宅
????嘲?????
????比??ッ????ロブ?????
教
?
????
??、、
? 、
? 、
? 、
? 、
? 、
?
?
、
、
?
?
? 、
?? 、
? 、
?? 、、 ?? 、、
@、　、、 ?
、 ?
、 ！、 　，’C’
、、　、　、
?
図表4～図表7から作成。
全国平均
香川
全国平均
北海道
一20一
　　　　　　　　　　　　　　　　　第27巻第2号　1989年3月
も少ない。しかし，このことから直ちに地方中核地域の生活状態が巨大都市地域や大都市圏地域のそ
れに類似していると判断することは早計である。なぜなら地方中核地域を構成する個々の地域の得点
パターンには共通点が少なく，地域ごとに異なったパターンを示しているのが実状だからである。図
表9には得点パターンが最も異なる北海道と香川の昭和60年の福祉領域別得点も掲げておいたが，こ
の図から明らかなように，二っの地域の問には全く共通点がみられない。このように地域ごとに異な
った得点のパターンを示しているために，各々の福祉領域の得点の地域差が相殺され，その結果，各
領域の得点とも全国平均の近傍の水準となっているのである。特に北海道は居住環境と安全以外の全
ての領域で全国平均を下回っており，このことがブロック全体の平均得点を押し下げる要因となって
いる。したがって，福祉領域のレベルでみた場合，このブロックの共通点を指摘するのは困難である。
しかし個別指標に関しては，このブロックの共通点をみいだすことができる。すなわち，医師数，飲
食店数，大型小売店数，大学数，消費支出などの項目が全国平均よりも高い水準にあり，また，長期
怠学のようなマイナスの要因が少ないことが共通の特徴となっているのである。
〔工業拠点地域〕上記の三っのブロックの福祉領域別得点のパターンの間にはある程度の共通性がみ
られたのに対し，茨城，栃木，群馬，静岡，三重，滋賀，奈良，和歌山，岡山，山口の10県からなる工業拠点
地域のブロックの得点のパターンは他のブロックのそれとは異なった様相を呈している。このブロッ
クの福祉領域の得点のうち，家計，家庭生活，雇用の得点が全国平均を上回り，他方，健康，住宅，居住
　　　　　　　　も　　 　 　　 　　　　　　？　　　　　　　　　　　“環境，安全，教育，地域参加の得点が全国平均を下回っている（図表10参照）。家計や雇用は地域の経済
活動水準と密接な関係を持っていることは改めて指摘する．までもないが，これらの領域ゐ得点が高い
　　　　ト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　をt
ことは，このブロックの生産力の高さを反映したものであるといっても差し支えないであろう。しか
し，個別指標を検討してみると，地方中核地域のブロックの場合と同様に，共通点よりもむしろ相違点
の方を多く指摘できる。第1に，各年次において茨城，栃木，群馬の健康の指標が常に全国平均を下回
っているために，プロック全体の平均を低くしている。第2に，居住環境を構成する系列の個別指標の
うち，スポーツ施設数の系列を除く6系列の指標項目の充足度はブロック内のどの地域でも低く，社会
資本や生活関連サービスの整備がこのブロックに含まれる地域の課題であることを示唆している。第
3に，安全の領域にっいても居住環境と同様のことが指摘できるのであり，滋賀と奈良以外は各県と
も安全に関する5系列の全てにおいて全国平均もしくはそれを下回る充足度となっている。第4に，
家計の領域で各地域の充足度が全国平均以上の項目は個人預金残高と物価の二っであり，フローの指
標である家計実収入ならびに消費支出に関しては，高所得県と低所得県で両極分化がみられる。第5
に，家庭生活の領域では和歌山，山口の2県が5系列の個別指標のいずれにおいても充足度が低いの
に対して，他の県は比較的良好な状態にある。第6は，教育の領域に関して茨城，栃木，群馬の充足
度が低く，他の県はいずれも全国平均を上回る充足度を示しているが，このブロックの全ての地域に
共通する点は図書館数が少ないことである。最後に，地域参加の領域では愛媛だけが得点が高く，残
りの9県はこの領域の個別指標の全てにおいて全国平均を下回っている。このことから，工業拠点地
域においても前記の三つのブロックと同様に地域社会に対する帰属意識が稀薄であると推測できる。
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図表10工業拠点地域・地方工業地域・地方縁辺地域の福祉領域別得点の推移（ブロック平均）
　　　　　　　　　　　　　〈ブロック4：工業拠点地域〉
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〔地方工業地域〕図表10から明らかなように，山形，福島，新潟，富山，石川，福井，山梨，長野，
岐阜，愛媛，大分の11県からなる地方工業地域のブロックの特微は，健康を除く八つの領域の得点が
全国平均を上回っていることである。したがってこのブロックに含まれる地域は福祉水準が最も高い
地域であるといえる。しかしこのブロックの全ての地域の福祉水準が高いわけではなく，また健康以
外の領域においても充足度の低い項目を見いだすことができる。すなわちこのブロックの地域のうち
愛媛と大分は各領域での得点が低く，その得点パターンは次に述べる地方縁辺地域の得点パターンに
類似している。また，個別指標については水洗トイレ普及率，下水道普及率，大型小売店数，不慮の
事故死，消費支出，労働時間，大学数などの項目で充足度が全国平均を下回っており，生活環境の整
備に課題を多く残していることが指摘できる。各年次における福祉領域別得点を比較検討すると，家
計領域の得点が昭和45年の時点では全国平均を下回っていたにもかかわらず，50年以降は全国平均を
上回る水準で推移していることが注目される。このことは，高度成長期においてはこのブロックの工
業生産の水準がまだ相対的に不充分であったが，第1次オイルショックを契機とするその後の低成長
時代にあってもこのブロックの工業化が着実に進展してきたことに起因すると考えてよいであろう。
〔地方縁辺地域〕地方縁辺地域として分類した青森，岩手，秋田，鳥取，島根，徳島，高知，佐賀，
長崎，熊本，宮崎，鹿児島，沖縄の13県の福祉領域別得点のブロック平均は居住環境と地域参加以外
の七つの領域で各年次とも全国平均を下回っており，このブロックに含まれる地域が全国で最も福祉
水準が低いことがわかる（図表10参照）。なかでも雇用領域の得点が低いが，これはこのブロックの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
地域において経済活動が低調であるために雇用機会が少なく，労働条件も劣悪であることを反映して
いる。他方，地方工業地域のブロックと同様に，このブロックにおいても地域参加の領域の得点が高
く，両ブロックとも伝統的な地域社会の要素が残存していることがわかるが，地方工業地域との決定
的な相違点は工業化の程度にあり，このことこそ両ブロックの福祉水準に格差をもた・らす要因となっ
ているのである。したがって地方縁辺地域のブロックにおいて福祉水準を高めるための優先的な課題
は，これまで多くの論者が指摘してきたように，経済活動水準を高めることにあるといえるであろう。
しかし，地方縁辺地域の中に含まれる全ての地域の福祉水準が低いわけではない。このブロックに含
まれる地域は，その得点のパターンにしたがってさらに次の三つのブループに区分することができる。
第1は青森，岩手，秋田の北東北のグループであり，第2は鳥取，島根の山陰のグループであり，第
3は残りの四国，九州，沖縄のグループである。この三つのグループのうち鳥取と島根のグループは
各福祉領域の得点がグループ内で最も高く，その得点のパターンは前述の地方工業地域のパターンに
類似している。他の二つのグループの得点パターンはほぼ類似しているが，住宅の領域に関しては著
しい相違がみられる。すなわち，住宅のスペースに関する項目において北東北の各県が高い充足度を
示しているのに対して，四国，九州，沖縄の各県の充足度は低いのである。人口密度が低く，経済的
な機会の少ない地域では一般的に地価が安く，このため敷地や床面積を広く取れるはずである。それ
にもかかわらず四国や九州での住宅のスペースが充分でないことの背景には，本稿の考察の範囲を越
えるような，なんらかの地域的な要因が存在するのであろう。
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以上が福祉領域得点の計測結果を地域類型別に検討することによってえられた所見であるが，全体
としてみると，いずれの地域類型においても昭和45年…60年の各時点の得点のパターンに大きな変化
がみられなかったことが明らかである。このことは最近15年間において，福祉に関連する生活状態あ
るいは生活条件に関して，地域間格差の構造に大きな変化がなかったことを意味していると考えるこ
とができる。この点に関してはさらに次節において考察することにするが，本節を結ぶにあたって，
地域類型ごとに個別指標の中で他地域に比べ充足度の高い項目と低い項目を一覧表にして掲げておく
（図表11参照）。これによって地域の優先的課題とすべき要因の理解が容易になるであろう。
図表11地域構造と福祉指標（昭和50年～60年）
福祉度の高い指標項目 福祉度の低い指標項目
ブロック1
（巨大都市
地域）
ブロック2
（大都市圏
地域）
??????）??（?
?????）??（?
プロツク5
（地方工業
地域）
ブロック6
（縁辺地域
東日本）
??? ）?????（?
標準化死亡率，乳児死亡率，医師数，看護婦数，
水洗トイレ，下水道普及率，飲食店数，大型小
売店数，労働災害度数率，交通事故死傷者数，
凶悪犯罪発生率，不慮の事故による死亡，個人
預貯金，精神病有病率，労働時間，賃金，県外
就職率，進学率，大学数，教育関係費
標準化死亡率，乳児死亡率，水洗トイレ，交通
事故死傷者数，個人預貯金，消費支出，生活保
護世帯数，精神病有病率，賃金，教育関係費
医師数，飲食店数，大型小売店数，消費支出，
県外就職率，大学数，長期怠学
有病率，生活保護世帯数，失業率，有効求人倍
率，図書館数，老人家庭奉仕員数，公民館数
遠距離通勤者割合，持家比率，小売店数，刑法
犯発生率，刑法犯検挙率，火災出火件数，少年
犯罪発生率，労働災害，長期怠学，公民館数
住宅敷地面積，延べ床面積，一人当り畳数，遠
距離通勤者割合，大型小売店数，公害苦情処理
件数，刑法犯発生率，交通事故死傷者数，負債
残高，物価水準，少年犯罪発生率，失業率，老
人家庭奉仕員数
遠距離通勤者割合，持家比率，小売店数，物価
水準，長期怠学，消防分団数，老人家庭奉仕員
数，投票率
住宅敷地面積，延べ床面積，一人当り畳数，遠
距離通勤者割合，小売店数，公園面積，公害苦
情処理件数，スポーツ施設数，刑法犯発生率，
刑法犯検挙率，火災出火件数，物価水準，離婚
率，少年犯罪発生率，消防分団数，老人家庭奉
仕員数，成人学級受講者数，公民館数，投票率
看護婦数，住宅敷地面積，延べ床面積，遠距離
通勤者割合，持家比率，小売店数，公園面積，
スポーツ施設数，刑法犯発生率，刑法犯検挙率，
負債残高，物価水準，長期怠学，図書館数，消
防分団数，老人家庭奉仕員数，成人学級受講者
数，公民館数，投票率
消防分団数，成人学級受講者数，投票率
　　　　　　　　　　　　　　　　、
下水道普及率，公害苦情処理件数，火災出火件
数　　　JT
医師数，水洗トイレ，下水道普及率，大型小売
店数，不慮の事故による死亡，精神病有病率，
労働時間，大学数
標準化死亡率，乳児死亡率，医師数，水洗トイ
レ，下水道普及率，小売店数，個人預貯金，精
神病有病率，労働時間，賃金，有効求人倍率，
県外就職率，進学率，大学数教育関係費
延べ床面積，一人当り畳数，水洗トイレ，下水
道普及率，大型小売店数，刑法犯発生率，個人
預貯金，消費支出，生活保護世帯数，精神病有
病率，失業率，賃金，有効求人倍率，県外就職
率，大学数
注）　ブロック1：東京，大阪。　ブロック2：埼玉，千葉，神奈川，愛知，京都，兵庫。　ブロック3：北海
　道，宮城，広島，香川，福岡。　ブロック4：茨城，栃木，群馬，静岡，三重，滋賀，奈良，和歌山，岡山，
　山口。　ブロック5：山形，福島，新潟，富山，石川，福井，山梨，長野，岐阜，愛媛，大分。ブロック6：
　青森，岩手，秋田。　ブロック7：鳥取，島根，徳島，高知，佐賀，長崎，熊本，宮崎，鹿児島，沖縄。
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IV　福祉水準の地域間格差とその要因
　本節の第1の課題は福祉指数を算出し，これによって総合的な福祉水準の地域間格差を明らかにす
ることにある。第2の課題は福祉水準を規定する要因について考察することにある。
　第1の課題である福祉水準の地域間格差を計測するための福祉指数は，前節に掲げた図表4～図表
7の福祉領域別得点から，前節に示した（6）式を用いて算出した。この方法はリュー（B．c．　Liu），ス
ミス（D．M，　Smith）等が用いているものである（31）。前節において指摘したように，マイナス指標
（その指標の数値が小さいほど福祉度が高いもの）については，標準得点を算出した段階で符号を逆
転させてあるので，福祉領域の得点の場合と同様に，福祉指数の数値もそれが大きいほど福祉度が高
いと解釈することができる。また，算出された福祉指数は特定の時点における福祉水準の地域間格差
を表わすものであって，あくまでも相対的なものにすぎない。
　図表12には昭和45年と昭和50年の二っの時点にっいての福祉指数の計測結果を掲げた。まず昭和45
年の計測結果から検討していくことにする（沖縄を除く）。この時点において福祉水準の最も高いの
は福祉指数が115．5の鳥取であり，次いで115．0の長野，114．9の石川，さらに奈良，宮城，福井がこ
れに続いている。他方，福祉水準が最も低いのは指数値が78．2の宮崎であり，高知，福岡，佐賀がこ
れに続いている。地域別にみていくと，北海道，北東北，四国，九州が全国平均よりも低い数値を示
している。これらの地域はいずれも東京や大阪から遠隔の地にあり，その大部分はll節において地方
縁辺地域として類型化したブロックに含まれている。しかし，福祉水準の低い地域は必ずしも大都市
から遠隔の地域に限られているわけではなく，東京，大阪の周辺にも存在する。すなわち茨城，栃
木，埼玉，滋賀，大阪，和歌山の各府県の福祉指数は全国平均を下回っているのであり，特に大阪は
88．・5と低い水準にある。これに対して福祉水準の高い地域は中部地方と中国地方に集中している。
　次に昭和50年の計測結果にっいて検討する。昭和45年の時点では福祉指数のレンジは37．3であった
のに対して，昭和50年データから算出した福祉指数のレンジは45．9へと増大し，高度成長期から「安
定成長期」へと移行する過程で福祉水準の地域間格差が拡大したことを窺わせる。昭和45年の計測結
果と比較すると，地域的には関東および近畿の都府県の得点の減少が注目される。まず関東において
は東京と群馬がそれぞれ102．5，100．8と全国平均を若干上回った外は，茨城，栃木，千葉，埼玉，神
奈川の各県とも指数値が100未満となった。また近畿においては滋賀と大阪だけが昭和45年よりも指
数値を高めたが，これ以外の各府県は指数値を低下させ，京都と兵庫は全国平均を下回るにいたった。
さらに愛知と静岡も5年前の水準から5～6ポイント指数値を減少させた。他方，北海道，四国，九
州などの地方縁辺地域では全般的に福祉水準が低く，中部地方ならびに中国地方で福祉水準が高いと
いう地域間格差の構造には変化がみられなかった。したがって昭和50年データの計測結果からは，大
都市圏における福祉水準の相対的な低下を指摘することができる。
　図表13には昭和55年と昭和60年の福祉指数の計測結果を掲げたが，このうち昭和55年の計測結果か
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口80未満
図表L2福祉指数の計測結果（昭和45年・昭和50年）
85．1
85．8
lg1・6．・
欝・
昭和45年（全国平均＝100）
翼116…；’i∴．93．6！
昭和50年（全国平均；100） 〆76．、
（資料）　図表4，図表5から算出
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図表13福祉指数の計測結果（昭和55年・昭和60年）
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（資料） 図表6，図表7から算出
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らみていくと，福祉指数のレンジが45．7であることに端的に示されているように，福祉水準の地域間
格差の構造は昭和50年の構造とほぼ同じであるといえる。福祉水準の最も高いのは指数値が！22・　Sの
長野であり，次いで石川，山梨の順となっている。他方，福祉水準が最も低いのは高知であり，これ
に宮崎，鹿児島が続いている。そうしたなかで沖縄が5年前の水準よりも10ポイント以上指数値を上
昇させ，これに対して宮城，奈良，島根などが指数値を低下させたことが注目される。
　昭和60年の計測結果においても福祉水準の地域間格差の構造が昭和50年および昭和55年の計測結果
とほとんど変わらないことが確認できるが，そのなかで次のような変化を指摘できる。第1に，東京
の指数値が93．0となり，15年間で初めて全国平均を下回ったことである。これは教育領域の得点の大
幅な下落に起因しており，具体的には長期怠学老が急増したことによるものである。隣接県の神奈川
でも昭和55年に比べ指数値の低下がみられた。神奈川の場合には健康，居住環境，安全，雇用，教育
の各福祉領域での得点が減少したことによる。第2に近畿の各地域において再び指数値の低下がみら
れたことである。特に三重は90．7と初めて全国平均を下回った。他方，指数値を上昇させた地域の中
では四国の二県，すなわち香川，徳島の二県が全国平均を上回ったことが特記される。
　福祉指数の計測結果に対する以上のような考察から次のことを指摘できる。第1に，昭和45年から
昭和60年までの最近15年間において，福祉水準の地域間格差の構造に大きな変化がみられなかったこ
とである。すなわち，福祉水準の高い地域は本州に偏在し，特に中部地方と中国地方に集中してい
る。福祉水準の高いこれらの地域の多くは地方工業県の範疇に入る。他方，福祉水準の低い地域は北
海道，青森，四国，九州，沖縄などの地方縁地辺域と大都市周辺地域である。第2に，昭和45年から
昭和50年の間に大都市とその周辺地域で福祉水準の相対的な低下がみられたことである。このことは
第1次オイルショックを契機とする経済構造の変化が，他地域に比べ大都市圏の生活状態に対してマ
　　　　、　」「
イナスの方向に大きく作用したことを示唆している。
　本節の第2の課題は福祉水準の地域間格差を規定する要因について考察することである。このため
に第1段階として福祉指数と福祉領域別得点との相関係数を計算し，さらに福祉領域別得点間の相関
行列を算出する。第2段階では福祉指数と地域経済構造の指標を対象として重回帰分析を行い，福祉
水準と経済構造との関係について検討を行う。
　図表14には昭和45年～昭和60年の四っの時点についての福祉指数と福祉領域得点，ならびに福祉領
域得点間の相関係数を掲げたが，いずれの時点においても家計と住宅の領域と福祉指数との相関が高
く，雇用がこれに続いている。他方，健康，居住環境，安全，地域参加の各領域とも福祉指数との相
関は全体的に低い。それでは福祉領域得点間の共分散構造はどのようになっているのであろうか。仮
に，福祉指数との相関が比較的高い上記の三っの領域が他の領域に対しても高い相関をもつとすれ
ば，福祉水準を規定する主要な要因がこれら三っの領域であると考えてよいことになるはずである。
　このことを検証するために同図表の福祉領域得点間の相関行列を考察することにする。同図表の相
関行列のなかでその絶対値がO．・5以上のものを取り上げると，昭和45年の時点では正の相関を示すもの
のうち，家計と雇用の間の相関がr＝0．6737，家庭生活と雇用がr＝0．6244，家計と家庭生活がr＝0，5186
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図表14　福祉領域間の相関関係
　く昭和45年の相関行列〉
健　　康
住　　宅
居住環境
安　　全
家　　計
家庭生活
雇　　用
教　　育
地域参加
福祉指数
健　　康
　1．0000
住　　宅
一〇．2471
　1．0000
居住環境
一〇．0174
　 ，1940
　1．0000
安　，全
一〇．　0296
　 ．2904
－O．　0557
　1．0000
家　　計
　O．　5168
－0．0947
－0．2339
－O．0109
　1．0000
家庭生活
　0．1473
　0．1502
－0．5671
　0．0018
　 ．5186
　1．0000
雇　　用
　0．4420
　0．1034
－0．1878
－O。1122
　0．6737
　 ．6244
　1．0000
教　，育
　O．　3668
　0．2311
　0．4066
－0．0191
　0．2170
一〇．1731
　 ．1425
　1．0000
地域参加
一〇．3522
　0．4943
　0．2086
　0．2149
－O．2752
－0，3751
－O．4596
　 ，1906
　1，0000
福祉指数
　0。4836
　0．　5492
　0．1075
　0．3101
　0．　4147
　0．6258
　0．6212
　0．5597
　 ．1588
　1．0000
〈昭和50年の相関行列〉
健　　康
住　　宅
居住環境
安　　全
家　　計
家庭生活
雇　　用
籔　　育
地城参加
福祉指数
健　　康
　1．0000
住　　宅
一〇．1640
　1．0000
居住環境
　0．1139
　 ．1980
　1．0000
安　　全
　O．　0027
㌧ ．4562
　 ．1174
　1．0000
家　計
　0．2277
　0．4062
－O．0099
　 ．2451
　1．0000
家庭生活
　0．1679
　0．2750
－O．4355
　0．2125
　 ．4205
　1．0000
雇　　用
　0。3656
　 。0060
－0．1841
－O．0457
　0．2637
　 ．6196
　1．0000
教　　育
　O．　2927
　 ．0847
　0．2402
－0．1623
　0．2488
－0．1292
　 ．2771
　1．∞00
地域参加
一〇．　2060
　0，6185
　0，1778
　0．3070
　0．2317
－0．1567
－O．4424
－0．0197
　1．　0000
福祉指数
　0．4197
　0．6752
　0．2012
　 ．4805
　0．7158
　0．4994
　0．4517
　0．　3837
　 ．3869
　1，　OOOO
〈昭和55年の相関行列〉
健　　康
住　　宅
居住環境
安　　全
家　　計
家庭生活
雇　　用
教　　育
地域参加
福祉指数
健　　康
　1．0000
住　　宅
一〇．1877
　1．0000
居住環境
一〇、0196
　 ．3266
　1．0000
安　　全
　0．1722
　0．3517
－ ．0037
　1．0000
家　　計
　0．1945
　0．3172
－0．1637
家庭生活
　0．1394
　0．0879
－0，3773
雇．　用
　0，3446
－O．0521
－0。1452
．0140、　0．2548、　0，0353
　　　”0．4311　　　　　0．42761．0000
　　　　1．0000　　　　 ．4949
　　　　　　　　1．0000
教　　育
　0．1364
－O．0085
　0．1945
－0．0343
　0．2092
　0．0230
　 ．2033
　1．　0000
地域参加
一〇．3330
　0．6916
　0．2298
　0．0922
　0．1624
－ ．1190
－0．4313
－ ．1290
　1．0000
福祉指数
　0．3203
　0．6727
　0，2216
　0．4359
　0．6674
　 ．　4822
　0．4554
　 ．3500
　 ．3772
　1．0000
〈昭和60年の相関行列〉
健　　康
住　　宅
居住環境
安　　全
家　　計
家庭生活
雇　　用
教　　育
地域参加
福祉指数
健　　康
　1．0000
住　　宅
一〇．1564
　1．0000
居住環境
一〇．0024
　 ．2683
　1．0000
安　　全
一〇．0322
　0．　3685
　 ，1041
　1．0000
家　　計
一〇．1428
　0．3522
－0．2708
－ ．1212
　1．0000
家庭生活
一〇．0056
　0．1419
－0．3738
　0．2137
　 ．　4137
　1．0000
雇　　用
　0．0309
　0．1548
－0．1869
－0．0821
　0。5798
　 ．6900
　1．0000
教　　育
　0．1355
　0．1004
　0．1524
－0．0428
　0．1285
　 ．1478
　 ．0419
　1．0000
地域参加
一〇．0894
　0．6216
　0．1795
　0．0388
　0．2768
－0．2875
－0．2367
－ ．0013
　1．0000
福祉指数
　0．1737
　0．7269
　0．1845
　0．3248
　0．5923
　0．5165
　0．5368
　0．3776
　 ．4000
　1．0000
（資料）　図表4～図表7から算出
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となっており，居住環境と家庭生活の問にはr＝－0．5671の相関がみられた。昭和50年においてはrの
絶対値が0．5以上となったのは，雇用と家庭生活の問のr＝0．6196，住宅と地域参加の間のr＝0．6185
の二つである。昭和55年では住宅と地域参加の問のr＝O．6916がえられただけである。昭和60年の
相関行列においては住宅と地域参加以外に，家計と雇用，雇用と家庭生活の問でも0．5以上の相関が
示されている。
　多変数の共分散構造を分析する統計手法として主成分分析（principal　component　analysiS），因子分
析（factor　analysis）などがあるが，そのような手法を用いるまでもなく，上記の相関行列の検討から
次のことが明らかである。第1に，福祉領域間の相関はいずれの時点においても全般的に低いことで
ある。このことは福祉の規定要因が多様でしかも要因問の関連性が低いため，生活の特定の領域だけ
を取り上げるだけでは福祉の構造を把握できないことを意味しているといえよう。第2に，総合的な
福祉水準との相関が比較的高い家計，雇用，住宅の三つの領域のうち，家計と雇用との間にある程度
の相関があり，またこれら二っの領域と家庭生活との間にも0．4～0．7の相関があることである。家計
と雇用の各々の領域を構成する個別指標を見れば明らかなように，これらの領域の指標の動向を規定
するのは地域の経済活動水準である。したがって福祉水準と地域経済指標との関係を明らかにするこ
とが課題となる。
　そこで，次に福祉指数を従属変数とし，地域経済構造に関する9系列の経済指標を独立変数として重
回帰分析を行った。経済指標として選択したのは，地域経済基盤のクラスター分析に用いた12系列の指
標のうち，x、：第1次産業就業者比率，　x2：第2次産業就業者比率，　x3：第3次産業就業者比率，　x4：就業
者一人当り農業粗生産額，x・：従業者一人当り製造品出荷額，　x6：商業従業者一人当り年間販売額，　x・：
一人当り県民分配所得，の7系列と，地域の財政構造の指標としての2系列，すなわち，x・：住民一人
当り地方財政歳出額，Xg：財政力指数，の計9系列である（X・，　X2，　X3，　Xgの単位は％，　X4，　X・，　X6，　X7，　X・の
単位は万円）。これらの指標を対象としてステップワイズ法（stepwise　method，逐次法）で昭和45年，
50年，55年，60年の各時点について回帰式を計算したが，ステップワイズ法では各変数にっいての検定
を行い，回帰係数がゼロという仮説が棄却されない変数は落とされる（32）。その結果，以下に示すよう
に，各年次の回帰式に取り込まれたのは2変数ずっとなった。尚，1は福祉指数，R2は決定係数を表
わし，Xの添字は上記の変数の番号に対応する。また各変数の回帰係数のt値を括弧内に示した。
L　昭和45年の回帰式
　　145＝89，8345十〇．6290x2－O．0182x5
　　　　　　　　（3．016）　　　　（2．034）
　　R2＝O．1780
2．昭和50年の回帰式
　　150＝137．5219－0．9667x3十〇，0058x，
　　　　　　　　（5．351）　　　（2．034）
　　R2＝0．2085
3．　昭和55年の回帰式
　　155＝22．9381十1．4410x2十〇．0670x，
　　　　　　　　（5．351）　　　（3．539）
　　R2＝＝O．3968
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4．昭和60年の回帰式
　　160＝36．4987十1．3424x2十〇．　OO7x8
　　　　　　　　（6，253）　　（3．826）
　　R2＝O．4811
　各年次の回帰式の決定係数から明らかなように，回帰式の説明力は全体的に低く，昭和45年と50年
の両年次については説明力がほとんどないといえる。したがって，総合的な福祉水準を特定の経済指
標で説明することは困難であると結論しても差し支えないであろう。しかしそうしたなかで，昭和55
年，60年の二っの回帰式から，第2次産業就業人口比率すなわち工業部門の大きさが，近年になるほ
ど福祉水準を規定する要因として重要性を高めていることは注目に値する。こgことは低成長時代に
あっては，工業部門の雇用吸収力ならびに所得創出力が地域経済のみならず人々の生活状態に対して
もその影響力を高め，ひいては福祉水準の地域間格差にもある程度の作用を及ぼしていることを意味
しよう。
V　結　語
　本稿においては，福祉の観点から生活状態の地域間格差の問題を考察するために，はじめに12系列
の人口・経済指標を対象としてクラスター分析を行い，地域経済基盤の相違に基づいて全都道府県を
六つのブロックに分類した。この分析によって抽出した地域類型は，巨大都市地域，大都市圏地域，
地方中核地域，工業拠点地域，地方工業地域，地方縁辺地域の六っである。
　次に，50系列の個別指標からなる福祉指標を作成し，九つの福祉領域（健康，住宅，居住環境，安
全，家計，家庭生活，’雇用，教育，地域参加）ごとに総合得点（福祉領域得点）を算出した。そして
この福祉領域得点を基礎にして，上記の六っのブロックごとに福祉領域得点のブロック平均を求め，
各地域類型においてどのような領域の福祉度が高く，また福祉度が低い領域がどのようなものである
かということについて検討した。分析の対象としたのは昭和45年，50年，55年，60年の四っの時点で
あるが，分析結果から指摘できることは，各ブロックの福祉領域別得点のパターンには時系列的な変
化はみられなかったことである。すなわち福祉に関連した生活の各局面においての地域間格差の構造
には，’最近15年間に大きな変化がなかったことが推察されるのである。各地域類型において，福祉度
の高い要因と低い要因は次のとうりである。まず，東京，大阪の巨大都市地域では健康と雇用の領域
で福祉度が高く，住宅，居住環境，安全，家計，家庭生活，地域参加の領域で福祉度が低いことを指
摘した。埼玉，千葉，神奈川，愛知，京都，兵庫からなる大都市圏地域のブロックでも巨大都市地域
とほぼ同じことがいえるが，両者の違いは大都市圏地域のブロックでは家庭生活の領域での福祉度が
高いことであった。北海道，宮城，香川，広島，福岡からなる地方中核地域のブロックにおいては，
ブロック内での格差が大きいために共通の要因を見出すことは困難であった。茨城，栃木，群馬，静
岡，三重，滋賀，奈良，和歌山，岡山，山口からなる工業拠点地域のブロックにおいては家計，家庭
生活，雇用の領域での福祉度が高く，健康，住宅，居住環境，安全，教育，地域参加の領域での充足
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度が全国平均を下回っていることを明らかにした。山形，福島，新潟，富山，石川，福井，山梨，長
野，岐阜，愛媛，大分の11県からなる地方工業地域のブロックの整徴1ま，．健庫を除くすべての領域で
福祉度が全国平均を上回り，福祉の充足度が高いことである。しかし個々の要因，特に社会資本や生
活関連サービスなどの整備に課題が残されている。上記め五っのブロックに含まれない地域は地方縁
辺地域として類型化したが，このブPックの特徴は，・地方工業地域のプロッ久とは対照的に，居住環
境と地域参加を除く他の領域での福祉の充足度が低いことであ，った（鳥取，島根を除く）。
　最後に福祉指数を算出し，これによって総合的な福祉水準を計測するとともに；その変動要因にっ
いても若干の考察を行ったが，その結果次のことを指摘した。まず福祉水準の高い地域は本州に偏在
し，特に中部地方と中由地方に集中していることである。これらの地域の大部分は工業拠点地域ない
しは地方工業地域のブロックに含まれている。他方，福祉水準の低い地域は大都市周辺の地域と地方
遠辺地域のブロックに多いことである。時系列的な変化としては，昭和50年の時点において大都市お
よびその周辺地域で福祉水準の相対的な低下が観察された。次に福祉指数と福祉領域得点，ならびに’
福祉領域得点間の相関分析を行うことによって，福祉水準と特定の福祉領域との関連性が少なく，ま
た，福祉領域問の関連性も少ないことが確認された。福祉水準に関しては，さらに福祉指数と9系列
の経済指標を対象として重回帰分析を行い，特定の経済要因との関連性も薄いことを明らかにした。
　以上が本稿の分析を通じてえられた検討結果であるが，本稿での分析結果から明らかなように，、福
祉を構成する要素は多様であり，生活の特定の局面だけを取り上げるだけでは生活状態についての充
分な把握はできない。したがって，従来の研究でしばしばみられたような，・一人当りの所得水準を福
祉水準の代理指標とすることは不適切であることはいうまでもないであろう。しかし本稿にも課題が
残されている』第1に，福祉指標の体系として提示したものはまだ試論の段階を出るものではなく，“
理論的に精緻化すべき余地があることである。第2に；データの制約のために時系列分析の視点が欠
けており，その結果として福祉水準の変動のメカニズムの考察に立入れなかったごとである。
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〔付表〕　福祉指標の単位と使用資料
指 標
?
位
?
料
健
康
住
宅
????
安
全
家
?
????
雇
?
教
育
????
①標準化死亡率
②乳児死亡率
③一般病院外来患者数
④医師数
⑤看護婦・准看護婦数
⑥敷地面積
⑦延べ床面積（持家）
⑧畳数（持家）
⑨水洗便所のある住宅比
　率
⑩遠距離通勤者比率
⑪持家比率
⑫下水道普及率
⑬小売店数
⑭飲食店数
⑮大型小売店数
⑯都市公園面積
⑫公害苦情処理件数
⑱スポーツ施設数
⑲刑法犯認知件数
⑳凶悪犯認知件数
⑳刑法犯検挙率（対認知
　件数）
⑫交通事故死傷者数
⑳火災出火件数　　‘
⑳不慮の事故による死亡
　　e／e・
出生数千当り
人口10万人当り／目
人口10万人当り
　同　上
?? ??????
??
　　％
人口千人当り
同　上
人口10万人当り
人口1人当り
人ロ10万入当り
人口100万人当り
人口千人当り
人P10万人当り
　　％
人口10万人当り
　同　上
　同　上
????????????? ?? ＝???ー???????????????
⑳離婚率
⑳生活保護世帯数
⑫少年刑法犯検挙人員
⑳自殺数
⑭精神病院外来患者数
⑮完全失業率（男子）
⑳労働災害度数率
????????）???（???
＠上級学校進学率
⑫大学数
⑱長期欠席中学生徒比率
⑭教育関係費割合
⑮図書館数
⑯消防分団数
⑰老人家庭奉仕員数
⑯公民館数
⑲一般学級講座受講者数
⑳国勢選挙投票率
人口千人当り
千世帯当り
14～19歳人口千人当り
人口10万人当り
常勤医師一入当り
　　％
労災死傷者／延べ労働
時間X100
1カ月当り
月　額
求人数／求職者数
　　％
　　％
人口100万人当り
生徒千人当り
　　％
人口100万人当り
厚生省人口問題研究所r都道府県別標準化人口動態率』
厚生省大臣官房統計情報部r人口動態統計』
　　　　同　　　　　r医療施設調査，病院報告』
　　　　同　　　　r医師・歯科医師・薬剤師調査』
　　　　同　　　　r衛生行政業務報告』
総務庁統計局r住宅統計調査報告』???????????
日本下水道協会『下水道統計』
総務庁統計局『事業所統計調査報告』
　　　同　　　　上
　　　同　　　　上
建設省都市局r都市緑化年報』
東洋経済新報社r地域経済総覧』
文部省体育局『我が国の体育・スポーツ施設』
警察庁刑事局『犯罪統計書』
　　　同　　　　上
　　　同　　　　上
警察庁交通局r交通統計』
消防庁防災課r火災年報』
厚生省大臣官房統計情報部『人口動態統計』
総務庁統計局r家計調査年報』
目本銀行r都道府県別経済統計』
総務庁統計局r家計調査年報』
　　同　　　r全国消費実態調査報告』
　　同　　　　r消費者物価指数年報』
厚生省大臣官房統計情報部r人口動態統計』
　　　　同　　　　　　　r社会福祉行政業務報告』
警察庁刑事局『犯罪統計書』
厚生省大臣官房統計情報部r人口動態統計』
　　　　同　　　　　　　r医療施設調査，病院報告』
総務庁統計局r国勢調査報告』
労働大臣官房政策調査部r労働災害動向調査報告』
　　　　伺L　　　　　r賃金基本統計調査報告』
　　　　同　　　　　　　　　　上
労働省職業安定局『労働市場年報』
　　　　同　　　　　　上
文部省大臣官房調査統計課r学校基本調査報告書』
　　　　同　　　　　　　　上
　　　　同　　　　　　　　上
総務庁統計局r家計調査年報』
文部省大臣官房調査統計課r社会教育調査報告書』
人口10万人当り
　同　　上
人口100万人当り
人口千人当り
　　％
E消防庁防災課r火災年報』
厚生省大臣官房統計情報部r社会福祉行政業務報告』
文部省大臣官房調査統計課r社会教育調査報告書』
　　　　同　　　　　　上
自治省行政局r衆議院議員選挙，最高裁判所裁判官国
民審査結果調』
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